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平成17年第３回市議会定例会の概要

●9月12日（月） 本会議
平成17年第3回定例会が招集され、会期を17日間と決めた。平成17年度一般会計補正予算として、

４億3,634万３千円及び２つの特別会計の他、条例案を含め議案30件、法人の経営状況の報告14件
が上程され、提案理由説明が行われた。

●9月16日（金） 本会議　　●9月21日（水） 本会議
●9月22日（木） 本会議

３日間にわたり、代表質問及び一般質問に17名の議員が質問に立ち、市政や議案に対する質疑・
質問が行われ、活発な論議が交わされた。

●9月26日（月） 常任委員会
５つの常任委員会において、付託された議案について委員会審査が行われた。

●9月28日（水） 本会議
各常任委員長及び平成16年度決算審査特別委員長から委員会における審査の経過と結果が報告さ

れ、採決を行った結果、議案が全て可決及び認定され、請願2件が採択された。その後、追加同意案
１件の提案説明が行われ、直ちに採決をした結果、同意された。議会からの議案として、委員会条例
を一部改正する条例及び七尾市男女共同参画都市宣言に関する決議が提出され、いずれも可決された。
また、意見書に関する議会議案７件が提出され、全てが可決された後、市議会定例会を閉会した。
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９月16日に代表質問、21日・22日に一般質問が行

われました。３日間で17名の議員が質問に立ち、

議案や市政に対する質疑・質問が行われ、活発な議

論が交わされました。【質問＆答弁】
AQ&

◆池岡　一彦 議員（無所属・新風会）
①名誉市民　②災害時の対応　③地域イントラネットの伝送路工事

◆石島　正則議員（無所属・中島同志会）
①衆議院議員選挙結果　②行財政改革プラン

◆荒川　一義 議員（無所属・新政会）
①行財政改革における行政評価のあり方とバランス・スコアカードの導入

②コミュニティビジネスの必要性　③団塊世代を活かす為の受け皿や取り組み

④経済再生プロジェクトにおける企業訪問の成果と経済再生戦略プラン策定

⑤市内全域のケーブルテレビ移行に向けて　⑥七尾市環境基本条例の策定　⑦七尾港の整備促進

⑧中心市街地再生に向けたコンパクトシティ化

◆津田　照生 議員（無所属・政夢会）
①合併後１年を振り返って　②合併協議会で協議された新市まちづくり計画の順次執行

◆杉木　　勉 議員（無所属・中島会）
①国道249号と湾岸道路とのアクセス道の整備　②情報通信基盤整備事業

③公立保育園、幼稚園の統廃合

◆伊藤　正喜 議員（無所属・市民クラブ）
①行財政改革プラン　②あけぼの幼稚園の今後　③アイドリングストップ条例の制定

④小中学校の改革　⑤市政担当１年の自己評価と今後の抱負

◆永崎　　陽 議員（無所属・新志会）
①鹿北３町統合中学校　②ケーブルテレビの早期整備　③個人情報保護の観点

④冠水対策

◆桂　　撤男 議員（無所属・能登島会）
①景観まちづくり条例制定　②地域再生特区の申請

◆中西　庸介 議員（自由民主党）
①構造改革特区　②企業誘致　③国道160号の通行止

◆古田　秀雄議員（無所属）
①行財政改革プラン　②指定管理者制度　③中央図書館の建設計画と４館体制の維持

④ハウス「ニコニコ」の移転整備　⑤教職員の労働安全体制の確立

質疑・質問事項（実施順）
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◆島田　　篤議員（無所属）
①行財政改革プランにおける市民協働の仕組みづくりの必要性　②アスベストの状況と処分場確保

◆政浦幸太郎 議員（無所属）
①行財政改革プラン　②予算に影響を及ぼす規則・内規等の取り扱い

◆久保　吉彦 議員（無所属）
①河川災害における今後の対策と道路整備

◆瀧音　弘信 議員（無所属）
①国道249号の田鶴浜駅前周辺歩道整備事業

◆伊藤　厚子 議員（公明党）
①行財政改革プラン　②指定管理者制度の運用にあたっての啓発・推進の取り組み

③アスベストに関する実態調査と対策の強化　④市民が読書に親しむ環境の整備

⑤男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の取り組み

⑥「ななおシティ」（仮）の出店申し込み状況　⑦心身障害者医療費助成事業の見直し

◆杉本　忠一 議員（無所属）
①七尾市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例　

②七尾市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部を改正する条例

③倒産会社の利子補給　④平成16年度経常収支比率　⑤随意契約　⑥石油ガス備蓄基地

⑦行財政改革の問題点　⑧中島町地内干拓事業

◆杉森　克夫 議員（無所属）
①商業開発事業　②特色ある七尾の教育　③七尾商業高等学校及び七尾工業高等学校の跡地利用

●現在の市としての計画について

両校の跡地利用に関しては、県としては計画がない。当市の利活用策を踏まえて、10月ご
ろまでに両校一体的に取り扱いを協議したいとしていたものである。現在、校舎の一部を公
民館、集会所等としての利用希望が地域から出されているので、来年度に向けて具体的に取
り扱いについて検討協議を進めていきたい。石碑、記念樹、美術品の取り扱いについては、
県の管理下にあり、卒業生、同窓会への配慮を含めて県へ依頼し、協議をしていきたい。
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●景観まちづくり条例制定の必要性について

自然豊かな七尾湾や新地域、旧市街地における歴史的な建造物や西街道、
そしてまたいろんな地域を守る意味でも、地域独自の景観条例を制定する
必要があると考えている。具体的に景観条例をいつごろどうするかについ
ては、今はまだはっきりと言えないが、具体的には景観法の景観行政団体
の指定を受けるべく、庁内に検討委員会をつくっていきたいと考えている。

●石油ガス備蓄基地の操業開始に伴う恩恵等について

恩恵については、石油貯蔵施設立地交付金として、平成14年から平成16年の3カ年
については約１億4,200万円の交付があった。平成17年度は約1,600万円、以後
18年度からは毎年約3,500万円の交付予定をしている。他に国有資産等所在地の市
町村交付金があるが、普通交付税の中に75％が算入されてくる交付金である。平成
19年度は実質増える分として約8,100万円、平成20年度が約7,300万円を見込ん
でいる。地元起用策として、道路改良やほ場整備等の県・市の改良事業であるが、約
70億円である。その他、三井液化ガスの分も含めるが、基地での地元雇用は27名
を数える。企業誘致については、基本的には備蓄を基本とした施設であるが、施設の
性格上広がりがなく難しく、現在もアプローチはしているが、難しい部分があると聞
いている。
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●七尾市におけるアスベストの状況と
処分場確保について

処分場は県内どこにもなく、現在は解体された廃棄物については、岐阜
県内の最終処分場へ搬入して処理をしている。処分場の確保が大事だが、
特別管理をする処分場をつくることになると、廃棄物の地元受け入れが
難しい状況である。環境アセスメントの実施、地元の合意に時間や資金
が必要な状況の中で、早急な対応は難しい。

公共施設は、平成8年度以前に竣工した建物で、現在所有している全ての施設を対象に使用実
態調査をした。材料は石綿の含有率が１％を超える吹きつけのアスベストとアスベストを含む
吹きつけのロックウールを調査対象とした。確認方法は施設を管理する担当課が目視や設計図
書による判断、アスベスト部分が露出している部分を見ながらやってきた。ただ、石綿の含有
率が１％を超えるか否かの判断が難しく、今後分析調査をする方向である。現在までに分析調
査を必要とする施設は約40施設、分析調査の検体数は約80と見ている。なお、分析調査の
結果、１％を超えることが明らかになったときには、除去する工事、あるいは囲い込みや封じ
込める工事を行なう必要があると考えている。民間建築物については、延べ床面積が1,000

�以上の建築物で、昭和31年から平成元年までに施工した建物を対象に調査したが、該当す
る件数が96施設あり、その中でアスベストなしと回答したのが49施設であった。健康被害
の状況については、県能登中部保健福祉センターの健康相談の窓口における相談件数が、7月
12日から現在まで13件と聞いているが、直接的な健康被害はないということである。
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●行財政改革プランに対する基本的な考え方について

新市建設計画策定の時点で国や県との事前協議をしており、合併特例
債等の財源も裏づけをして策定しているので、改めて総合計画をつく
るまでもなく、新市建設計画を総合計画と同じ扱いをして、まちづく
りを進めたいと考えている。また、大変厳しい財政状況の中で、事業
の見直しや選択をする中で当初予算の編成をしたが、今回、政策的に
必要なものは見直しすべきということで見直しをしたものであり、市
民の理解を得ながら進めていきたい。財政健全化との関係については、
必要なものは行ない、他の財政を見直していく中で、全体としての財
政計画を進める中で計画そのものに大きな影響がない形で進めていき
たい。
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合併する市町村においては、新市の建設計画、基本構想を合併する時点における議会に
おいて議決している。新市の建設計画と基本構想は法的には総合計画と同じではないが、
結果としてそれぞれの議会において議決した新市の基本計画、基本構想、そういった建
設計画そのものを別個に策定しなくても問題はないというのが地方自治法上、あるいは
自治省の考え方であり指導である。したがって、改めて総合計画を議会に諮る手続きは
必要ないと考えている。

※市長は「子育てや教育は将来の地域づくりの大事な部分であるから行財政改革の対象外にして取り組む」と
今議会で答弁していますが、新市建設計画の重点プロジェクトにそのことは明記されていませんし、現在の
財政状況を考えたときにも、合併前に作成された新市建設計画のままでよいのか懸念されます。なお、答弁
のとおり新市建設計画をもって、総合計画の議会議決が不必要であるのか否かは法的解釈が難しいところで
すが、新市建設計画の事業体系が大きく変動した場合には、新市建設計画自体を変更する必要があると考え
られ、この場合は議会の議決が必要です（市町村の合併の特例に関する法律第５条第７項）。また、現在自
治省は総務省となっており、答弁の「自治省」が旧自治省を指すのか現在の総務省を指すのかは不明です。

●市長の地域審議会に対する認識について

鹿北３町統合中学校の建設に関しては、言うま
でもなく地域審議会に諮り、意見をもらわなけ
ればならないし、税率、固定資産税等の変更に
ついても、合併協議で決まったことだから審議
会に諮らなければならない。行財政改革プラン
に載っている税率変更についても、審議会に諮
らなければならず、審議会の存在を軽んじてい
るつもりはない。ただ、鹿北３町統合中学校に
ついては、３町のいろいろな意見がある状況の
中で、審議にかけるのはいかがかという思いも
あったが、近いうちに地域審議会を開催し、審
議してもらいたいと考えている。
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●文部科学省の教育制度への対応・
２学期制及び校区の見直し等について

七尾市内においては、学力向上フロンティアスクール指定校で、発展的な学習に対して
今年度も小中学校で研究を依頼しており、いずれは全小中学校で研究に基づいて、さら
に充実した教育を展開していきたい。あわせて、習熟度別学習、少人数授業といったも
のの本当に実効性のある学習をさらに進めていきたい。総合的学習については、総合学
習推進事業として予算措置を行ない、各小中学校の総合的学習の充実に向けて支援を行
なっている。２学期制については、基本的には授業時数の確保であり、七尾市では十分
な授業時数を確保しており、導入に関しては全体的な視野で眺めながら取り組みたい。
校区に関しては、地域の声を大切にし、希望、要望等を総合的に検討した上で、地元住
民の理解を得ながら検討したい。特色ある教育については、全小中学校に七尾市独自の
図書館司書を配置しており、子ども達の情操教育、表現力、思考力等を伸ばすため、市
の教育には重要な欠かせない要素から特色だと確信しているし、国際化に向けて英語教
育の推進事業として、昨年度２校だった小学校への英語教育活動を、現在は全小学校６
年生を対象に行なっており、独自の身近な英語学習教材をつくれないか取り組んでいる。
また、学校活性化プロジェクト事業、特色ある学校づくりを推進するため、全小中学校
に支援のための予算措置を行なったことは、県でも余りない、独自の素晴らしい事業と
考えているが、様々な事業を本当に中身のある、実行あるものにすることが特色ある教
育の本質だと考えている。
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●金沢港のマイナス13メーター大水深岸壁整備と
七尾港の整備促進に関連して

金沢港の整備については、金沢市が２分の１負担するので、国の方も非常に仕
事がやりやすいが、七尾市は地元負担をしていないので、大変大きなハンディ
がある。背景に企業誘致、企業立地、工場が張りつくという状況であり、七尾
にとっては大変ハンディがある。七尾の港湾振興については、後背地が非常に
弱く、国も県もなかなか予算づけが厳しいという状況、また国の方も投資効果、
費用対効果を言われる中で、大変不利な状況にある。先日の報道を受け、県や
国に七尾港の整備進捗に支障がないように要望活動を行なっているところであ
る。いずれにしても、七尾港の将来を考えた場合に港湾整備は一日も早く必要
だが、能越自動車道を一日も早く開通させ、東海北陸道を通じて名古屋経済圏
との交流・アクセスを一日も早く良くすることが七尾港の整備促進にもつなが
り、企業・工場誘致にもつながると考えている。
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９月定例会において、「七尾市立あけぼの幼稚園の存続及び園児募集に関する請願」が、あけぼの幼稚
園の保護者会から提出されました。
それを受け、議会で審議がされましたので、その経過と結果を報告します。

◎請願受理時点における◎請願受理時点における「「あけぼの幼稚園あけぼの幼稚園」」に対するに対する
市の方向性市の方向性

・「議会だより№３」でも掲載したとおり、６月定例会で市長が「財政状況等もあり、廃園を視野
に入れて検討している」と答弁
・９月に発表された「七尾市行財政改革プラン案」に、あけぼの幼稚園の廃園が明記

◎請願提出からの経緯◎請願提出からの経緯

●あけぼの幼稚園保護者会から請願提出
◆請願事項
・七尾市立あけぼの幼稚園の存続
・七尾市立あけぼの幼稚園の平成
18年度園児募集の継続

●議会運営委員会開催
請願内容と教育常任委員会へ付託して審査することを確認

●教育常任委員会開催
請願の審査。結果として、以下の４つの意見をつけて請願を採択
・行財政改革プラン案は、平成21年度までの５ヵ年間において実施する目標プ
ランであり、平成18年度の園児募集を中止し、廃園にすることは、あまりに
も性急であり、関係者の理解を得ることは困難と考えられる。
・初めに改革ありきではなく、市長の方針である子育て支援策の一環としての幼
稚園教育の大切さを考慮し、改革の外に置く観点から、適正規模の運営が出来
るよう園児確保に一層の努力が必要である。
・行財政改革プラン案の中にある、あけぼの幼稚園の廃園と公立保育園の統廃合
を総合的に調整し、幼保一元化の構想と合わせて検討すべきである。
・行財政改革は進めなければならないが、教育の重要性から子ども達に常に最良
の教育環境を提供していく努力も必要である。来年度の園児募集においては、
適正規模に至らない数名にとどまるのであるならば、その以降の存続か、廃園
かは行財政改革プランに従い、その時点で検討すべきである。

●本会議で採決
出席議員全員賛成で請願を採択

七尾市立あけぼ幼稚園に関する請願について

ななお市議会だよりでは、議会の中でも
意見が分かれたことや、数多くの意見が出されたことを中
心に掲載し、そのことに対する市民の皆さんのご意見・ご
感想をいただきたいと考えています。どうぞ率直なご意
見・ご感想をお寄せください。
なお、議会の会議録については、中央図書館、本府中図
書館、田鶴浜図書館、中島図書館、能登島図書館に備えて
あるほか、市のホームページでも閲覧できるようになって
いますので、ご覧ください。

TEL(0767)５３－８４３３
http://www.city.nanao.ishikawa.jp
市のホームページからメール送信することもできます。

※上記のとおり、市執行部はあけぼの幼稚園を廃園する方針です
が、議会としては保護者会からの存続希望を受け入れる判断を
しました。この結果を受け、議会からその旨を市執行部に伝え
ましたが、請願自体には拘束力がありませんので、後は市執行
部がどう判断するかということになります。
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